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１．は じ め に

本稿は，阪神・淡路大震災以降の神戸市の外資企業誘致政策の特徴と課題を
明らかにすることを目的とする１。
外資企業を地域に誘致することは，地域経済再生の一つの方法であり，各自

治体も誘致活動に取り組み始めている（ジェトロ，２０１６，４４ページ）。神戸市
も国際都市として「日本最大級のバイオメディカルクラスター 医療産業都市」
「航空宇宙関連産業の集積 神戸航空機クラスター」「スーパーコンピューター
『京』とFOCUSスパコン」「次世代のクリーンエネルギー 水素エネルギース
タートアップ支援」などを打ち出し，西神地域の内陸部及びポートアイランド
と六甲アイランドを中心とした臨海部を中心に企業誘致を進めてきた（『神戸
産業用地のご案内２０１６』平成２７年７月）。
阪神・淡路大震災以降の神戸市の外資企業誘致政策を振り返ると，①中国企

業の誘致を通じて神戸経済の復興を図ろうとした「新たな中国人街」事業，②
「医療産業都市」などイノベーションの強みを活かした外資企業誘致政策が実
施されてきた。本稿は，神戸市の外資企業誘致担当者及び「医療産業都市」に
進出している中国企業へのヒアリング調査などをもとに，その歴史的展開過程
を考察する。

１） 本稿の内容は主に，煩雑となるため逐一引用はしないが，羽渕［２０１７a］［２０１７b］，
羽渕・松本［２０１８］，ひょうご震災記念２１世紀研究機構［２０１２］に基づく。調査
は，神戸市外資誘致政策担当者（２０１１年９月と２０１６年１０月）と中国企業Ａ社（２０１１
年１２月）に実施した。詳細な点は，これら調査報告書を参照されたい。
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２．阪神・淡路大震災と外資企業誘致政策
―「新たな中国人街」構想―

神戸市の「上海・長江交易促進プロジェクト」とその具体策の一つである「新
たな中国人街」構想について検討していく２。

２．１ 「上海・長江交易促進プロジェクト」の開始
阪神・淡路大震災により甚大な被害を受けた神戸・阪神地区の復興のために，

１９９５年２月１６日に国の阪神淡路復興委員会が設置された。「上海・長江交易促
進プロジェクト」（以下，「長江プロジェクト」と略称）は，阪神淡路復興委員
会から政府に対して「復興特定事業」の一つとして，同年３月１０日及び１０月１０
日に提言された事業である３。
その内容は，①上海・長江流域経済圏と阪神経済圏を結び，日中経済交流を

促進するため上海国際金融センターの形成と阪神経済圏の発展を連結させると
ともに，神戸港に河川専用船による直接交易を図るためのエリアを設置し，そ
の背後に中国人街を整備する，②このため日中共同でフィジビリティ調査を実
施し，計画策定とともに専用船開発に着手する，③１９９５年度内に日中双方が上
海市で代表者会議を開催し，共同作業を行う。「長江プロジェクト」は，神戸・
阪神経済圏の復興と上海・長江流域の開発という両地域の発展を目指すもので
あった（辻，１９９７，６５ページ）。

２） 本章の内容は，竹部［２００８］に基づく。著者は，神戸市にて長年に渡り対外
経済交流や外資誘致政策を担当してきた。１９９１年から１９９４年までの３年間は，
天津市で神戸市の現地駐在員事務所長を務めた。帰国後は 「長江プロジェクト」
と「新たな中国人街」事業に当初から２００４年３月まで実務責任者として従事し
た（竹部，２００８，１１ページ）。

３） １９９５年１１月１７日の「日中 上海・長江―神戸・阪神交易促進会議」で，神戸
市の市長は，「神戸の人工島，ポートアイランド第二期に税の減免や規制緩和，
土地代の優遇措置を備えたエンタープライズゾーンの創設を考えている。中国
企業に進出してもらいたい」と述べた（日本経済新聞：１９９５年１１月２９日）。
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２．２ 「新たな中国人街」事業
阪神淡路復興委員会の提言を基に，「長江プロジェクト」における日中間の

交流の枠組みとして，１９９９年７月２日に日本側に「日中 神戸阪神―長江中下
流域交流促進協議会」（略称―神戸阪神協議会）が組織された。神戸市長，神
戸商工会議所会長，神戸大学元学長，２００３年からは兵庫県知事も加わり，計４
名の代表者のもと企業・経済団体・自治体などのメンバー１２７名（２００７年５月
時点）から構成された。他方，中国側は朱鎔基総理のもと，１９９９年７月５日に
江蘇省，安徽省，江西省，上海市の３省１市からなる「中日 長江中下流域―
阪神神戸地区地域合作中国側委員会」（略称―中国側委員会）が発足し，中国
側も同プロジェクトの推進体制を整備した。
「長江プロジェクト」の具体策として，日中ビジネスの拠点としての「新た
な中国人街」構想が提起されることになる４。神戸市は「新たな中国人街」の
基本コンセプトと推進プランを練るため，１９９９年１２月に中国経済の学識研究者，
専門家，企業家，在日華人団体，行政関係者など２１名の委員からなる「新たな
中国人街形成促進研究会」（会長：一橋大学大学院関満博教授）を立ち上げ，
計７回の討議を経て，２００１年２月にその成果をまとめた「報告書」を提出した。
「報告書」は，「新たな中国人街」構想の基本コンセプトを「中国・アジアビ
ジネスを積極的に展開しようとする国内外の創造的な企業が集積するまち」と
した５。その際，①「走出去」戦略に着手しはじめた中国から「海外進出を図
る優良な中国企業の日本の進出拠点」の形成を目指すこと，②急増する「優秀

４） １９９９年２月９日，神戸市は，武漢市が対日貿易や投資の拠点となる駐在員事
務所を神戸に設置することを明らかにした。中国地方政府の事務所の開設は天
津市に次ぎ二番目となる。神戸市は，駐在員事務所の集積が進むことで，構想
中の「新たな中国人街」の中核になると期待していた（日本経済新聞：１９９９年
２月１０日）。

５）「新たな中国人街」構想の誘致企業の第１号は日中起業家育成センターの運営
などを手がける今野マーケティング事務所である。今野事務所は，１９９９年１１月
８日にポートアイランド内の神戸きめっくセンタービルに本社を移転した。翻
訳，通訳者斡旋，中国関連の書籍取次などの業務を計画していた（日本経済新
聞：１９９９年１１月６日）。
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で意欲ある中国人留学生OBが，日本で起業或いはその前ステップとして就業
する場所」になることの二点が提案された。「報告書」提出を受けて神戸市は，
「新たな中国人街」形成推進プラン（２００１年３月）を策定し，実施可能なとこ
ろから取り組んでいくこととした（竹部，２００８，１１～１２ページ）。
「新たな中国人街」の立地先には，神戸市の人工島であるポートアイランド
第２期地区が選ばれた。その理由は，①同地区が「神戸起業ゾーン」として進
出企業に対して震災特例である期間限定補助，融資等優遇措置が適応されるこ
と，②既に同地区に立地するパイロットビルに幾つかの中国の地方政府の事務
所が入居し始めていたこと，③市街地に立地する既存の「南京町」と競合しな
いことを「旧華人」に示す必要があったこと，などによる。なお「神戸起業ゾー
ン」とは，１９９７年１月～２００８年３月の期間，神戸市がポートアイランド第２期
全体と第１期の「交易港区」を対象とした指定地域を指す。地方税の軽減，各
種補助，融資等を実施することで，持続的成長が見込まれる産業分野及び集客
力の抜本的強化に寄与する企業集積を促進し，経済の早期復興を図ることが目
的とされた。
同時に，「新たな中国人街」形成事業の拠点として想定された人工島では，

次世代を担う情報通信関連産業の集積を目指す「国際マルチメディア文化都市
構想」や医療・バイオ・健康関連の産業集積を目指す「医療産業都市構想」プ
ロジェクトも進められた。①「国際マルチメディア文化都市構想」は，マルチ
メディアと文化（エンターテインメント）をテーマとして神戸市に様々な情報
コンテンツを呼び込み，世界に発信することを通じて，市民生活の質的向上や
既存産業の高度化及び新たな産業集積を目指す神戸市の都市戦略，②「医療産
業都市構想」は，ポートアイランド第２期において先端医療技術の研究開発拠
点を整備し，産官学連携を通じて医療関連産業の集積を図り神戸経済を活性化
させるための都市戦略であった。
また，「報告書」は，①２００１年１２月の中国のWTO加盟を契機とした対日投資

拡大と②中国人留学生の大幅増加に着目した。すなわち，「新たな中国人街」
形成事業は「海外進出を図る優良な中国企業の受け皿」と「優秀な意欲のある
中国人留学生OBの企業或いはその前ステップとしての就業の場」（竹部，２００８，
６１ページ）と位置づけられたのであった。
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２．３ 「新たな中国人街」事業の展開と分析
竹部［２００８］は，２００７年までに「新たな中国人街」に進出してきた企業など

の特徴を検討している。「新たな中国人街」のプランの実施から６年が経過し
た時点で，中国の地方政府系事務所はプラン策定時で５都市だったが，２００４年
には１３都市にまで拡大した。しかしながら，その後は撤退が続き２００７年には４
都市にまで激減した。
進出企業数は，２００４年３３社，２００７年４６社となっている。プラン策定から３年

間は増加の一途を辿ったが，その後の３年間は１３社増と微増である。進出企業
３０社に対して撤退企業は１７社あった。
２００７年時点の進出企業４６社の業種別内訳をみると，半数の２３社が貿易・商社，
次いでメーカーの販売拠点（７社），コンサルタント（４社），コンピュータソ
フト（３社），運輸（３社），人材派遣（２社）となっている。比較的開業が容
易なサービス業が多いことが特徴的である。メーカーの販売拠点の投資形態は
グリーンフィールド投資の企業は１社もなかった。販売事業の内容は，アパレ
ル製造２社，水産加工製造，野菜・果実加工品製造，手袋製品製造のような軽
工業製品の販売，トラクター製造大手と光ファイバー計測機器製造が各１社の
計７社となっている。
進出先をみると，「新たな中国人街」形成地域であるポートアイランド第２

期地区が１４社，旧市街地は３２社だった。旧市街地に進出した３２社のうち８社は，
当初は人工島に進出したが，３年間の期間限定の賃貸料補助が切れたことを契
機にビジネス環境及び生活環境が整った旧市街地へ移転したのであった。

２．４ 「新たな中国人街」事業の課題
以上の実態を踏まえ，竹部［２００８］は同事業の課題を指摘している。既述の

ごとく中国の地方政府系事務所は，２００４年４月は１３都市だったが，入居後の３
年で賃貸料補助が切れると２００７年４月には４都市にまで激減した。このような
事態に陥った要因として中国側の各地方政府の経験不足が挙げられる。中国の
地方政府は「走出去」の実績づくりのため先陣を切って中国の地域との連携を
始めた神戸市に進出してきた。しかしながら，地方政府は海外進出や海外経営
に関して全くの経験不足であった。神戸市からみると，地方政府系事務所の実
質的経済主体は「国際経済技術合作公司」であり，企業進出の基盤は整ってい
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ると判断して支援を行い，進出後も神戸市の地元企業などとのビジネスマッチ
ングの機会をつくるよう努めた。しかしながら，駐在員として派遣されてきた
現地政府の人材の多くがビジネス感覚に乏しく，進出数の激減に繋がった。
２００７年時点で残る４都市の事務所の駐在員は，全て中国の民間企業に任せてい
た。「長江プロジェクト」は２０１０年に終了した。
また，「新たな中国人街」形成事業は，当初想定していた既述の「国際マル

チメディア文化都市構想」や「医療産業都市構想」との相乗効果も期待された
が，誘致企業の大半が中小企業であり，そうした効果をもたらす結果とはなら
なかった。神戸市としては，地方政府ではなく企業を直接の相手として交渉し，
企業を中心に誘致活動を行うべきだったと，竹部［２００８］は指摘している（竹
部，２００８，７０～７１ページ）。

３．神戸市の外資企業誘致政策の展開

神戸市は阪神・淡路大震災後の復興プロジェクトとして「新たな中国人街」
事業を推進してきたが，その後は国籍を問わない外資企業誘致政策へと転換を
図る。本章は，２０１１年と２０１６年に実施した神戸市の外資企業誘致担当者へのヒ
アリングを基に外資企業誘致政策を検討する。

３．１ 神戸市の外資企業誘致政策（２０１１年調査）
３．１．１ 神戸市の外資企業誘致の組織・体制
外資企業誘致の強化の一環として，２００５年４月に市長とトップとする「企業

誘致推進本部」が設置された。同本部は，市長とトップに産業振興局，みなと
総局，企画調整局からなる。その中核部隊は，産業振興局の企業立地課とみな
と総局（企業誘致担当）が担当している。外資企業誘致事業において，主に産
業振興局は営業担当，みなと総局は土地契約を担当している。医療産業都市に
外資を誘致する場合は医療産業都市と企業誘致推進本部のジョイントで実施す
る。市長・副市長・局長クラスが営業を行う場合もある。
外資企業誘致の組織体制は，大きく①外資②医療③スーパーコンピュータ④

国内営業（日本国内の外資を神戸市に誘致する活動）の４系統があり，外資企
業誘致担当スタッフ２名を置いていた。
外資企業誘致における外郭・協力団体としては「ひょうご・神戸投資サポー
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トセンター」がある。兵庫県と神戸市の共同出資のセンターであり，兵庫県か
ら２名，神戸市から１名の派遣に関西電力から１名の出向者でチームを組み情
報収集を行っている。同センターが外資の窓口とはなっているが，実際の外資
からの問い合わせは直接神戸市にくる。
海外事務所は連絡事務所の性格が強い。中国の天津・南京・上海，シアトル

の各事務所に課長クラスを１名，計４名を置いているが，姉妹都市と投資活動
はリンクさせていない。
外資企業誘致の窓口としてジェトロもあり，神戸市のテンポラリーオフィス

で設立登記やビザの手続きを行う。
神戸商工会議所には「国際委員会」という名称の部署があり，ここで外資企

業との引き合わせは頻繁に実施しているが，実際の誘致に結びつくことはほと
んどなく，外資企業誘致の分野では商工会議所との繋がりは薄い。

３．１．２ 様々な外資企業誘致事業
２０１０年度まで兵庫県と神戸市は，入札制度を活用し外資企業誘致地域支援事
業を実施してきた。同事業は，①国内展示会でジェトロが外資企業を誘致し勧
誘する，②「個別招聘」と呼ばれる制度で，神戸市に進出希望する外資企業の
渡航費と滞在費を神戸市が負担する，③自治体が海外展示会でプロモーション
する際の支援と費用を負担する，というものであった。しかしながら，翌年の
２０１１年度に同事業は廃止され，その代わりに，アジア本社や研究開発への補助
金をメインに大規模投資に限定した設備投資補助サービス（「アジアヘッドク
オーター特区」制度）が開始された。
「国際経済みなと特区」制度は，構造改革特区の一環として生まれた制度で
あるが，入国審査の簡素化など運用面での改善はなされた。しかしながら，こ
れは規制緩和であってインセンティブ制度ではなく補助金などの交付もなかっ
た。同制度は外資誘致政策の点では機能しなかった。

３．１．３ 外資企業誘致の実態
神戸市の海外現地法人数は，２０１１年８月末現在で２３０社，そのうち神戸市内

の日本法人本社は１３０社である。兵庫県全体の中では約９０％が神戸市にある。
神戸市の外資企業は，ネスレやＰ＆Ｇなど欧米企業が中心である。グローバ
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ル企業はグローバルシェアを重視する。例えば，日本市場でもシェア１０％を獲
得したいと考える。グローバルシェアを重視する企業であれば自治体としても，
地元の雇用対策などが期待できる。
神戸市の外資製造業の内訳は，正確な統計データが存在するわけではないが，

担当者によればおよそ重厚長大７０％，船舶２０％，機械関係１０％である。重厚長
大が多い理由に「産業団地の処分」が挙げられる。神戸市は，土地処分の点か
ら重厚長大企業と意図的に誘致してきたのである。
最近の外資進出の実態からみると二次進出が増加傾向にある。東京で日本法

人を設立して日本進出に必要な学習をした後に関西などに進出する。例えば，
Ｈ＆ＭやZARAなど東京で旗艦店を出店し，次に関西に進出する場合，関西の
中で神戸市に進出してもらうよう働きかけるようにしている。

３．１．４ ベルギー企業「ユミコア・ジャパン」の事例
神戸市の外資進出企業の事例として，ベルギー企業のユミコア社を紹介する。

同社は，リチウムイオン電池の製造企業であり，ポートアイランドに２万平方
メートルの工場を設立した。リチウムイオン電池の部材は，正極材，負極材，
電解材，セパレータの４つからなるが，これらの部材市場を全て日本企業が
トップシェアを誇る。ユミコア社は，正極材市場では日亜化学に続く世界第二
位である。神戸進出は，アジアでは中国，韓国に続き三か所目の拠点となる。
ユミコア社が，神戸市を立地先に選んだ理由は，リチウム電池企業の集積に

ある。関西の代表的なリチウムイオン電池企業には，大阪市・住之江のパナソ
ニックと，加西と南淡路に立地する三洋電機があり，両地域を結ぶトライアン
グルの真ん中に神戸市が位置する。発火等でリチウムイオン電池にトラブルが
発生した場合，その近隣にトラブル対応が可能なリチウムイオン電池企業の存
在が非常に重要である。また，リチウムイオン電池の正極材の製造工程は技術
集約的であり，日本の有力な電池企業と直接やりとりしながら製品開発ができ
ることから進出を決めた（日経産業新聞：２０１１年５月２５日）。

３．２ 神戸市の外資企業誘致政策（２０１６年調査）
２０１１年調査から約５年後に再度，外資企業誘致担当者へヒアリングを実施し
た。大きな変更点は，「医療産業都市」部門の管轄下に外資企業誘致部門が組
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み込まれた点にある。
２０１６年度の神戸市の外資企業誘致の担当部署は「医療・新産業本部 企業誘
致部企業立地課」であり，外資企業誘致担当の係長が１名就いている。２０１１年
調査時点で企業誘致部門は「産業振興局」に所属していたが，２０１６年度から「産
業振興局」は「経済観光局」に改組された。この組織再編を契機に企業誘致部
門は「医療・新産業本部」所属となったが，内部的には「企画調整局」内の一
部門との認識で業務が遂行されている。「医療産業都市」の部門が外資誘致部
門を取り込み拡大したことは，２０１１年調査からの大きな変更点である。

４．医療産業都市の中国企業

神戸市は，ポートアイランドにて先端医療技術の研究開発拠点を整備し，
「神戸医療産業都市」を１９９８年より推進してきた。阪神・淡路大震災による壊
滅的な被害を受けた神戸経済の復興プロジェクトとして「神戸医療産業都市」
がスタートしたのである。その目的は，①神戸経済の活性化，②高度な医療
サービス・先端医療技術の提供による「市民の健康・福祉の向上」，③アジア
諸国の医療水準の向上による「国際社会への貢献」の３つであり，日本初とな
る医療クラスターの形成を目指した（三木［２００７］）。
阪神・淡路大震災以後，神戸市の外資企業誘致政策は「長江プロジェクト」

と「医療産業都市」政策を実施してきたが，結果として「医療産業都市」政策
を中心に展開されることとなった。
本章は，「医療産業都市」に進出してきた中国企業を事例として，神戸市に

おける外資企業誘致の実態を検討する。

４．１ 会社概要
Ａ社は，２００９年４月に神戸市に設立された。化学薬品，化粧品及び健康食品

の事業内容は，大きく①研究開発，②親会社のOEM製品の輸入，③日本製化
粧品の原料の輸出を手がける，いわゆるビューティー企業である。設立以降は
研究開発を中心に事業展開してきたが，２０１０年よりOEM製品の輸入，２０１１年
９月より化粧品原料の対中輸出を開始したところであった。親会社は中国・蘇
州に本社工場を置くシャンプーや洗顔フォームなどの製造販売企業であり，内
陸部の市場にも対応するために成都にも工場がある。親会社とＡ社との出資比
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率は５０：５０である。
親会社は，中国市場向け自社ブランド製品の製造販売を行っており，一部は

OEM製品を輸出している。研究所は，日本，アメリカ，清華大学（二か所の
研究所）の計４拠点ある。日本ではヘアケア，アメリカではスキンケア，清華
大学では美白成分の発見と開発などバイオ分野の基礎研究を担う。親会社とＡ
社との関係をみると，親会社はＡ社の開発技術を製品化する。研究開発工程で
親会社は下流工程，Ａ社は上流工程を担当する。例えば，シャンプーの一般的
な開発工程は，市場調査→製品設計→中味設計と外部設計→試作試験→仕様試
験→薬事申請→製造となるが，親会社は市場調査から外部設計までを，Ａ社は
試作試験と仕様試験を担当する。Ａ社は日本で化粧品の製造販売の資格を有し
てはいるが，実際には行っておらず，薬事申請は販売先の中国で行っている６。
Ａ社の役割は，①日本の最新技術を入手し，中国市場での自社のブランドイ

メージを向上させることにある。中国市場向けシャンプーには「神戸開発」と
記されており，神戸ブランドを中国市場で活用する戦略をとっている。進出先
に「技術とブランド」，本社側に「市場」という関係がビジネス展開の基本と
なる。また，②日本市場向け化粧品OEM事業も手掛ける。Ａ社で日本人の肌
質やトレンドに合わせて処方開発を行い，親会社の中国工場で製造するという
「日本品質・中国生産」のOEM事業も展開する。Ａ社の社長によれば，「日本
企業は，自前のソフト（技術開発）やそれを活かした商品を展開する市場を中
国に求めている。一方の中国企業は，高品質な日本化粧品の取扱いや優れたソ
フトの習得に対し，ニーズが高まっている」（週間粧業：２０１３年５月２７日）と
のことである。

６） 研究開発費の一部を本社がＡ社へ供与し，Ａ社は研究成果を親会社に提供す
るという関係になるが，両者は研究開発費用の負担金について明確な契約を結
んでいるわけではない。「Ａ社が困ったときに本社が助ける」という信頼関係を
基に研究開発を行っている。Ａ社社長は，こうした関係が成立する理由として，
お互いに中国人であることをあげた。今後設立予定のフランスの研究所は経営
者がフランス人なので，このような曖昧な関係で研究開発を行うことは難しく
なるかもしれない，とのことだった（羽渕［２０１７］）。
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４．２ 社長の経歴
Ａ社の社長は，北京市の工科大学を１９８４年に卒業，１９８５年に初来日した。そ

の後，日本の大学で高分子化学の分野で博士号を取得した。１９９１年から３年間
はアメリカの大学で研究員として「ドラッグデリバリーシステム」の高分子構
造に関する研究を行った。研究員在職中にＰ＆Ｇよりオファーを受け１９９４年か
ら２００９年まで１５年間勤務した。Ｐ＆Ｇ時代に数多くの特許を取得し，中国の学
会で発表したり，いくつかの大学から客員教授で招聘されていた。このような
活動中に本社の社長より，研究開発会社を主体とした企業を設立し，開発した
技術や製品を使って本社をサポートする事業の共同経営の誘いを受け，神戸市
に同社を設立した。

４．３ OEM事業
親会社の売上全体のうちOEM製品の売上割合は小さいが，Ａ社の売上には

OEM製品の輸入は大きく貢献している。例えば，入浴剤のOEM製品の場合，
標準的な日本製品の半分のコストで日本企業に提供している。日本製の入浴剤
と品質・性能に差はない。また，入浴剤の製造工程は，親会社の既存のベビー
パウダー用の製造ラインを少し応用してミキサーで混合工程を加えるだけなの
で，製造コストがかさむこともない。
OEM製品の売上急増の理由に，①巨大な中国市場向け大量生産に対応する

ための大規模な工場設備を持っていること，②自社ブランド製品で中国市場で
トップの地位を確立しており，品質面でも市場で高く評価されていることが挙
げられる（羽渕［２０１７］）７。

７） 調査後，同社HPでOEM事業に関してより詳細な記述が加えられている。第１
に，製品品目や数量にもよるが，中国本社でOEM製造することで３～６割のコ
スト削減が可能であり，更に中国の商社を経由せず本社から直接商品を輸入す
るため，より納入価格を抑えることができる。第２に，OEM生産の受託先は日
本，アメリカ，イタリア，ロシア，フランス，ベトナム，オーストラリアなど
を含む４０の国と地域からなり，グローバルに展開している（Ａ社HP：２０２１年１２
月２日アクセス）。
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４．４ 原料輸出
研究開発は処方開発が主である。例えば，１０種類の原料を用いて処方する場

合，そのうち一つの原材料を日本でのみ入手可能な特殊材料を使用する。この
特殊原料を中国に輸出することが同社の戦略である。
日本から中国に製品を輸出するのではなく，原料を輸出する理由としては日

本の製品コストが高いことが挙げられる。調査時点では，日本の原料メーカー
と取引を開始したところで，原料メーカーとの取引を拡大するための営業職採
用も予定されていた。

５．お わ り に

以上検討してきたように，神戸市の外資企業誘致は，阪神・淡路大震災後の
復興事業を契機に本格的に始まった。最後に，神戸市の外資企業誘致政策の特
徴と課題を整理しておく。
第１に，兵庫県・神戸市の先駆的試みであった「長江プロジェクト」は２０１０

年に終了した。阪神・淡路大震災という特殊な環境下で試みられた復興プロ
ジェクトであるが，その後，兵庫県・神戸市は特定の国籍の企業を誘致する政
策は採用していない。「長江プロジェクト」の課題は，直接企業を交渉相手と
せず，ビジネス経験が不足している地方政府を交渉相手とした点にあった。な
お，二回に及ぶ神戸市へのヒアリング調査を実施した際，「長江プロジェクト」
についても確認したが，担当者も詳細については把握していないとのことで
あった。
第２に，２０１１年から２０１６年にかけて，外資企業誘致部門が「医療産業都市」

部門の管轄下に組み込まれた。２０１１年時点では，「産業振興局」の管轄下にあっ
たが，同局は外資誘致を通じて地元の中小企業に利益がもたらされるのかどう
かに関心があった。神戸市は，医療産業クラスターと企業誘致を結びつける政
策に舵をきったのである。
第３に，ベルギー企業のユミコア社の事例にみられるように，リチウムイオ

ン電池企業の集積が同社の進出に大きな影響を与えた。労働コストの観点から
みれば中国や韓国に進出することも考えられるが，技術集約型の産業では神戸
市への進出のメリットが大きいことが示された８。
第４に，中国企業Ａ社は，①中国のコスト優位を活かしたOEM事業と②日
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本の技術・ブランド資産の獲得を目的とした研究開発・原材料輸出の事業を展
開してきた。Ａ社の神戸進出は，阪神・淡路大震災以降の「長江プロジェクト」
から「医療産業都市」を中心とした外資企業誘致政策への転換を象徴する事例
と言える９。
最後に，外資企業誘致担当者に限らず，一般的に行政組織は担当者が数年で

異動することが多く，ノウハウの蓄積やネットワークの構築が難しいという問
題を抱えている。また，全国自治体についても言えることであるが，企業誘致
側の大半の自治体は，国内の企業誘致活動の延長戦上に外資企業誘致を位置づ
けており，外資企業誘致担当の専門職員を配置するまでには至っていない。今
後，神戸市のイノベーション政策と外資企業誘致政策をどのように位置づける
のか，課題になってくると思われる。
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